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社会保険の資格取得時、従業員の社会保険料の元となる標準報酬月額は、給与の見込み額で決定し、社会保険事務所へ提出します。
　見込み額であるため、実際に勤務して支払われた給与額との間に大きな差が生じることがあります。

　この場合、資格取得時に遡り、資格取得時訂正を行います。一般的に、資格取得後３ヶ月の平均給与からみた標準報酬月額が、資格取得時の標準報酬月額と比較して２等級以上の差があった場合に行ないます。

　実際の給与が高額となり訂正を行う場合、社会保険料も遡って徴収、納付する必要があります。会社にも、従業員にも負担となりますので、資格取得時に基本給や交通費などの他、残業代などもおおよその見込みを立てて算入し、給与の見込み額を考えましょう。
家族従事者（勤めている会社の代表者と同居・別居している代表者の親族）の中には、労災保険が適用されない人がいます。

労災が適用されるかどうかは、
1.同居の親族の場合

　①他に労働者がいること

　②その労働者と同様の条件で働き、同様の賃金形態や賃金額が支払われていること
2.別居の親族の場合

　①出勤管理されていること
　②賃金払いで給与を受けていること
　③業務決定権や契約権がないこと
などが条件となります。
　この条件にあてはまらない場合でも、特別加入を行えば労災保険に加入できます。病院での治療費が全額補償されることは労働者の労災保険と同様です。
　被災時の休業補償は、選んだ賃金日額の8割です。
　特別加入の賃金日額は、１日の賃金を3,500円から20,000円の間で選び、年間保険料は、年間の賃金（選んだ賃金日額×365）に業種別の保険料率をかけた額です。

例：給付基礎日額10,000円、業務内容が小売業の場合

　10,000円×365日×4／1000
＝14,600円
労働基準監督官が事業所に立ち入り調査をすることがあります。対象事業所は、年間計画（計画は公表されませんが、去年は建設業、今年は製造業…と、業種が統一されているようです。）によって選ばれます。労災の発生や、労働者からの相談があったことによって調査に入ることもあります。
　調査により労基法の違反が発覚した場合、指導によって改善を求めます。

　監督署の行政指導でも改善されない度重なる違反や、重大な違反、故意に行われた違反は、監督官の権限により司法処分（刑事罰）に至ることがあります。

　労基法の各条項に違反した時の罰則は、以下のように、同法第117～120条で定められています。

①第117条：強制労働禁止の規定違反

　→1年以上10年以下の懲役又は20万円以上300万円以下の罰金
②第118条：中間搾取の排除、年少者の保護に関する最低年齢の規定等違反

　→1年以下の懲役又は50万円以下の罰金
③第119条：差別的取扱の排除、労働時間、時間外、休日、及び深夜割増賃金の支払、解雇予告、年次有給休暇等の違反

　→6ヶ月以下の懲役又は30万円以下の罰金
④第120条：労働条件の明示義務違反、　賃金の支払違反、就業規則の届出義務違反、労働者名簿の備付義務違反等
　→30万円以下の罰金
　罰金刑は、法人そのものに対する刑です。懲役刑は代表者及び違反行為者に対して課せられます。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？
Ｑ；当社には来月定年退職を迎える従業員がいますが、その後も給与や雇用期間等の条件を変え、雇用する予定です。この場合、今後の年次有給休暇の取扱いはどうすればよいですか？退職金も払いますし、今までの勤務年数や有給休暇日数は考えず、新たな雇入れと考えてよいですか？
Ａ；労働基準法第39条では、労働者が継続勤務をして6ヵ月経過した時点で10日、6ヵ月を超えて継続勤務する日から起算し、継続勤務年数1年ごとに決められた有給休暇日数を与えなければならない、と定めています。
　ここでいう継続勤務とは、労働者が同一の使用者のもとで労働関係を継続していることを指します。

　行政解釈では、「退職手当規程に基づき、所定の退職手当を支給した場合を含み、定年退職による退職者を引き続き嘱託等として再採用している場合は、継続勤務とする（但し、退職と再採用との間に相当期間が存し、客観的に労働関係が断続していると認められる場合はこの限りではない）」としています。

　今回の場合、定年退職をしても、その後の再雇用が決まっているということですので、継続勤務とされます。年次有給休暇は従前からの勤務年数を通算して考えてください。

　上記の話に関連し、いくつか例を挙げます。
①日雇や短期契約労働者が契約を更新し、6ヵ月以上勤務している場合

　　契約更新が形式的なもので、実態は引き続き使用されていると認められる場合、継続勤務となり年数は通算されます。

②会社の合併又は事業の一部を労働者ごと譲渡した場合

　継続勤務の条件である「同一の使用者のもとで労働関係を継続していること」には該当しませんが、このような場合は労働契約が包括継承されると考えられるため、合併や譲渡の前後で継続勤務年数は通算されると考えられます。
③出向の場合

　(1)移籍出向

　　出向元との労働関係はいったん消滅し、労働関係は新たに出向先との間に成立するため、継続勤務とはみなされず、通算されません。
　(2)在籍出向

　　出向元と出向先双方と労働関係が存ずることになり、継続勤務とみなされ、出向元の勤務期間を通算します。
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